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平成３０年度健全化判断比率等の審査意見の提出について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条第１項の規定によ

り審査に付された平成３０年度決算における健全化判断比率等の審査を終了したので、次のと

おり意見を提出します。 
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平成３０年度館林市財政健全化等の審査意見 

 

 

第１．審 査 の 対 象 

〇健全化判断比率 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

〇資金不足比率（各公営企業ごと） 

〇審査に付された比率の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

 

第２．審 査 の 期 間 

令和元年７月１０日から令和元年８月８日まで 

 

 

第３．審査の手続き及び方法 

審査にあたっては、市長から提出された健全化判断比率及び資金不足比率並びに、その算定

の基礎となる事項を記載した書類が法令の規定に従い作成され、比率の対象となる赤字、公債

費及び将来負担の状態を適正に表示しているかを検証するため、各会計の決算書や決算統計な

ど関係諸帳簿及び証拠書類との突合、検算等を実施した。 

 

 

第４．審 査 の 結 果 

  審査に付された各比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、地方財政健全化法

及び関係法令の定めるところにより、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

審査した比率は、いずれも早期健全化基準や財政再生基準に該当せず、早期に健全化すべき

対象のものはなかった。 

 

 

第５．審査の対象となる比率の概要 

(１) 健全化判断比率の状況 

健全化判断比率は、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率

の４指標であり、それぞれの比率の状況については、次のとおりである。 

  

ア 実質赤字比率 

  実質赤字比率は、地方公共団体の一般会計等（普通会計）の実質赤字額の標準財政規模に
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対する比率であり、赤字の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示す指標である。 

 本市の一般会計等（普通会計）は黒字であり、実質赤字比率は「－」と表示されている。 

なお、本市における早期健全化基準は 12.70％、財政再生基準は 20.00％であり、当該基準

に該当しない。 

①

②

③

④

⑤

(参考）　　算式

（単位：千円、％）

－
早 期 健 全 化 基 準 12.71

30年度区　　　　　分

12.70

16,040,843

29年度

△ 1,657,820

実 質 赤 字 比 率

△ 2,073,451

－

16,124,606

一 般 会 計 等 の 実 質 赤 字 額

標 準 財 政 規 模

③実質赤字比率＝ ×　１00
②標準財政規模

①一般会計等の実質赤字額

20.00財 政 再 生 基 準 20.00

 

  

イ 連結実質赤字比率 

 連結実質赤字比率は、一般会計等（普通会計）及び公営事業会計を合算した実質赤字額（ま

たは資金不足額）の標準財政規模に対する比率であり、本市全体としての財政運営の深刻度

を示す指標である。 

 本市の一般会計等（普通会計）及び公営事業会計は黒字であり、連結実質赤字比率は「－」

と表示されている。 

なお、本市における早期健全化基準は 17.70％、財政再生基準は 30.00％であり、当該基準

に該当しない。 

30年度 29年度

①
一般会計及び公営企業以外の特別会計のう
ち 、 実 質 赤 字 を 生 じ た 会 計 の
実 質 赤 字 の 合 計 額

－ －

②
公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生
じ た 会 計 の 資 金 の 不 足 額
の 合 計 額

－ －

③
一般会計及び公営企業以外の特別会計のう
ち 、 実 質 黒 字 を 生 じ た 会 計 の
実 質 黒 字 の 合 計 額

2,471,102 2,293,303

④
公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生
じ た 会 計 の 資 金 の 剰 余 額
の 合 計 額

128,402 92,414

⑤ 標 準 財 政 規 模 16,124,606 16,040,843

⑥ 連 結 実 質 赤 字 比 率 － －
⑦ 早 期 健 全 化 基 準 17.70 17.71

⑧ 財 政 再 生 基 準 30.00 30.00

区　　　　　分
（単位：千円、％）

 

＋ － ＋

× 100

①一般会計及び公営企業以外の特

別会計のうち、実質赤字を生じた会

計の実質赤字の合計額

②公営企業の特別会計のうち、資

金の不足額を生じた会計の資金の

不足額の合計額

③一般会計及び公営企業以外の特

別会計のうち、実質黒字を生じた会

計の実質黒字の合計額

＝
⑥連結

実質赤

字比率

（参考）  算式

④公営企業の特別会計のうち、資

金の剰余額を生じた会計の資金の

剰余額の合計額

⑤標準財政規模  
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ウ 実質公債費比率 

 実質公債費比率は、借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの

程度を示すものである。 

一般会計等（普通会計）、公営企業会計及び一部事務組合等を対象とした元利償還金及び準

元利償還金の標準財政規模に対する比率であり、直近３年間の平均値で示されている。 

この算定基礎となる数値の状況は、次のとおりである。 

30年度 29年度 28年度

① 元 利 償 還 金 2,206,811 2,188,716 2,165,527

② 準 元 利 償 還 金 888,722 859,901 883,135

③ 特 定 財 源 545,059 573,674 552,391

④
元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に 係 る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 1,830,195 1,816,200 1,773,650

⑤ 標 準 財 政 規 模 16,124,606 16,040,843 15,934,076

⑥ 実 質 公 債 費 比 率 ( 単 年 度 ） 5.03889 4.63100 5.10310

⑦ 実 質 公 債 費 比 率 （ ３ カ 年 平 均 ） 4.9 4.9 4.5

⑧ 早 期 健 全 化 基 準 25.0 25.0 25.0

⑨ 財 政 再 生 基 準 35.0 35.0 35.0

区　　　　　分

（単位：千円、％）

（参考）  算式

－

100
④元利償還金・準元利償還金に係る

×

④元利償還金・準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額
－ ＋

⑤標準財政規模
基準財政需要額算入額

⑥単年度実質

公債費比率 ＝

①元利償還金＋②準元利償還金  ③特定財源

 

 エ 将来負担比率 

 将来負担比率は、地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性

のある負担等の現時点での残高を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性が高いかどうかを

示すものである。一般会計等（普通会計）、公営事業会計、一部事務組合及び地方公社等を対

象とした将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である。 

  なお、この比率について、財政再生基準は定められていない。 

30年度 29年度 増減

① 将 来 負 担 額 43,172,602 41,619,881 1,552,721

② 充 当 可 能 基 金 額 4,233,720 3,777,889 455,831

③ 特 定 財 源 見 込 額 1,464,431 1,538,280 △ 73,849

④ 地 方 債 現 在 高 等 に 係 る 基 準
財 政 需 要 額 算 入 見 込 額 23,294,993 23,388,913 △ 93,920

⑤ 標 準 財 政 規 模 16,124,606 16,040,843 83,763

⑥ 元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に 係 る
基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 1,830,195 1,816,200 13,995

⑦ 将 来 負 担 比 率 99.1 90.7 8.4

⑧ 早 期 健 全 化 基 準 350.0 350.0

（単位：千円、％）

区　　　　　分

 

（参考）  算式

⑦将来

負担比率
＝

④地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

⑤標準財政規模　ー　  ⑥元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

①将来負担額 － ②充当可能基金額

100
＋ ③特定財源見込額 ＋

×
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（２） 公営企業会計の資金不足比率の状況 

資金不足比率は、公営企業会計について、会計ごとに算定される事業の規模とその資金の

不足額の比率である。平成３０年度決算における資金不足比率は、各会計とも資金不足を生

じていないため、当該比率には該当せず、「－」で表示されている。 

当該比率の経営健全化基準は 20.0％である。 

  

会計

①

②

③

①

②

③

（単位：千円、％）

△ 82,279

735,415

9,633

－

－

区　　　　　分

資 金 不 足 比 率

政 令 で 定 め る 資 金 不 足 額

政 令 で 定 め る 公 営 企 業
の 事 業 規 模

29年度

下
水
道

資 金 不 足 比 率

農
集
排

△ 10,135

30年度

△ 117,309

733,660

－

△ 11,093

20.020.0経 営 健 全 化 基 準

政 令 で 定 め る 資 金 不 足 額

政 令 で 定 め る 公 営 企 業
の 事 業 規 模 9,539

－

 

  

（参考)　    算式

＝③資金不足比率 100
①政令で定める資金不足額

②政令で定める公営企業の事業規模
×

 

 

審査意見 

 

健全化判断比率及び資金不足比率について審査したところ、すべての数値は国の示す基準の範

囲内で推移しており、基準値を超える比率はなかったが、将来負担比率においては 8.4 ポイント

悪化し、99.1％となった。 

今後、歳入面においては全体的に大幅な伸びが期待できない中、重点課題や緊急性の高い施策、

少子高齢化により社会保障費関係等の増加にも対応する必要があり、それらに係る経費を見据え

た財政運営に努められるよう要望する。 

 


